
（別紙３）

政策ごとの予算との対応について（個別表）【特別会計】
（単位：千円）

勘定 項 事項 比較増△減額

10,660,883,666 11,269,872,690 608,989,024

10,660,883,666 11,269,872,690 608,989,024

１　適正かつ安定的・効率的な医療保険制度を構築すること 健康勘定 保険料等交付金 保険料等交付金に必要な経費 9,147,581,999 9,761,419,036 613,837,037

健康勘定
業務取扱費等業務勘定へ
繰入

業務取扱費等の財源の業務勘定へ繰入れに
必要な経費

23,685,585 23,313,945 △ 371,640

健康勘定
国債整理基金特別会計へ
繰入

国債整理基金特別会計へ繰入れに必要な経
費

1,489,616,082 1,485,139,709 △ 4,476,373

3,390,127 3,246,943 △ 143,184

3,390,127 3,246,943 △ 143,184

国民年金勘定 特別障害給付金給付費 特別障害給付金給付に必要な経費 3,390,127 3,246,943 △ 143,184

75,324,285,281 76,229,699,647 905,414,366

75,324,285,281 76,229,699,647 905,414,366

基礎年金勘定 基礎年金給付費 基礎年金給付に必要な経費 22,510,408,821 23,280,192,445 769,783,624
基礎年金相当給付費他勘
定へ繰入及交付金

基礎年金相当給付費の財源の他勘定へ繰入
れ及び交付に必要な経費

1,489,053,733 1,190,543,990 △ 298,509,743

国民年金勘定 福祉年金給付費 福祉年金給付に必要な経費 166,435 95,714 △ 70,721
国民年金給付費 国民年金給付に必要な経費 713,090,373 634,322,390 △ 78,767,983
基礎年金給付費等基礎年
金勘定へ繰入

基礎年金給付費等の財源の基礎年金勘定へ
繰入れに必要な経費

3,593,502,187 3,457,066,600 △ 136,435,587

年金相談事業費等業務勘
定へ繰入

年金相談事業費等の財源の業務勘定へ繰入
れに必要な経費

91,497,936 95,168,869 3,670,933

厚生年金勘定 保険給付費 保険給付に必要な経費 24,200,101,642 24,170,735,523 △ 29,366,119
保険給付費 日本私立学校振興・共済事業団負担金に必

要な経費
1 0 △ 1

保険給付費 存続厚生年金基金等給付費等負担金に必要
な経費

212,444,947 317,568,753 105,123,806

実施機関保険給付費等交
付金

実施機関保険給付費等交付金に必要な経費 4,785,469,810 4,752,414,122 △ 33,055,688

基礎年金給付費等基礎年
金勘定へ繰入

基礎年金給付費等の財源の基礎年金勘定へ
繰入れに必要な経費

17,262,719,993 17,857,012,613 594,292,620

年金相談事業費等業務勘
定へ繰入

年金相談事業費等の財源の業務勘定へ繰入
れに必要な経費

118,870,833 124,428,193 5,557,360

業務勘定 業務取扱費 公的年金制度等の適正な運営に必要な経費 8,853,929 10,405,248 1,551,319
社会保険オンラインシステ
ム費

社会保険オンラインシステムの運用等に必要
な経費

57,935,924 51,968,308 △ 5,967,616

社会保険オンラインシステ
ム費

社会保険オンラインシステムの見直しに必要
な経費

9,298,744 14,550,912 5,252,168

日本年金機構運営費 日本年金機構運営費交付金に必要な経費 270,869,973 273,225,967 2,355,994

85,988,559,074 87,502,819,280 1,514,260,206

（注） １．政策評価の対象となる予算及び政策評価の対象外の予算で政策に関連付けられるものを掲記している。
２．下段<　>外書きは、複数の政策にまたがる予算及び複数の政策にまたがると整理できる予算であり、総額の「内数」で掲記し、合計欄において本書きに含めている。
３．28年度予算額は、29年度予算額との比較対照のため組替え掲記している。
４．28年度予算額は、当初予算額である。

29年度予算額

所　　　管　　　計

１　障害者の地域における生活を支援するため、障害者の生活の場、働く場
や地域における支援体制を整備すること

２　公的年金制度の信頼を確保するため、公的年金制度の適正な事業運営を
図ること

　９　高齢者ができる限り自立し、生きがいを持ち、安心して暮らせる社会づくりを推
進すること

（１）　老後生活の経済的自立の基礎となる所得保障の充実を図ること

　８　障害のある人も障害のない人も地域でともに生活し、活動する社会づくりを推進
すること

（１）　必要な保健福祉サービスが的確に提供される体制を整備し、障害者の地域
における生活を支援すること

（９）　全国民に必要な医療を保障できる安定的・効率的な医療保険制度を構築す
ること

28年度予算額

（所管）厚生労働省　　（会計）年金特別会計

政策体系

　１　安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進すること


